20150701-03　防衛白書、米軍事戦略
南シナ海で「高圧的対応」＝中国、不測の事態回避にも関心－防衛白書
防衛省がまとめた２０１５年版防衛白書の概要が２日、分かった。中国による南シナ海・南沙（スプラトリー）諸島の岩礁埋め立てに触れ、「力を背景とした現状変更の試みなど高圧的とも言える対応を継続している」と強い懸念を示した。
　白書は同時に、中国は「海洋における不測の事態を回避・防止する取り組みにも関心を示している」と分析。自衛隊と中国軍の偶発的衝突を避けるための「海空連絡メカニズム」に関する協議再開に応じたことも記述した。
　北朝鮮については、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）の発射実験に成功したと主張していることに言及。「核兵器の小型化・弾頭化の実現に至っている可能性も排除できない」と警鐘を鳴らした。（時事2015/07/02-20:40）2015/07/02-20:40
防衛白書 中国の南シナ海進出に警戒感
ＮＨＫ　7月2日 4時00分
防衛省はことしの防衛白書の概要を取りまとめ、中国が南シナ海で海洋進出を活発化させていることについて「急速かつ大規模な埋め立て活動を強行し、国際社会から懸念が示されている」などと強い警戒感を示す内容となっています。
防衛白書の概要では中国について「高圧的とも言える対応を継続させ、みずからの一方的な主張を妥協なく実現しようとする姿勢を示し、今後の方向性に懸念を抱かせる面もある」としています。そのうえで南シナ海で海洋進出を活発化させていることについて「急速かつ大規模な埋め立て活動を強行し、滑走路や港湾などのインフラ整備を推進しているとみられ、国際社会から懸念が示されている」と強い警戒感を示しています。
　また集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法案についてはその概要や、検討の経緯などを白書に盛り込むとしているほか、沖縄のアメリカ軍普天間基地を名護市辺野古に移設する計画については「十分に時間をかけて沖縄県から意見を聴取し、反映する手続きを進めてきた」としています。
　一方、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートについても盛り込まれ「並外れた潤沢な資金源や国家に対じしうる強力な軍事力を有し、特に際立った存在となっており、忠誠を誓う組織が世界各地にあらわれている」としています。
　防衛白書は今月中に閣議で報告され、公表される予定です。 
中国“力背景に高圧的対応を継続”防衛白書
日テレ　2015年7月1日 12:26

今年の防衛白書の内容が明らかになった。中国について「力を背景とした現状変更の試みや高圧的とも言える対応を継続している」と批判。南シナ海の南沙諸島で「急速かつ大規模の埋め立て活動を強行し国際社会から懸念が示されている」と強い懸念を示している。
今年の防衛白書の内容が明らかになった。中国が南シナ海で埋め立てを強行するなど、周辺国に対し「高圧的な対応を継続している」などとして、日本の安全保障環境が一層厳しさを増していると強調している。
　防衛白書では、中国について、「力を背景とした現状変更の試みや高圧的とも言える対応を継続している」と批判している。また、南シナ海の南沙諸島で、「急速かつ大規模の埋め立て活動を強行し、国際社会から懸念が示されている」と強い懸念を示している。
　一方、過激派組織「イスラム国」について初めて本格的に取り上げ、強力な軍事力や資金力を踏まえ、「際立った存在となっている」と分析している。また「社会への不満を背景に、先進国でもテロ発生のリスクが増大しており、我が国も無縁とは決して言えない」と警鐘を鳴らしている。
　防衛白書は今月中旬、閣議で報告される。
中国の海洋進出「高圧的」
ロイター　2015年 07月 1日 21:04 JST

　政府の２０１５年版防衛白書の概要が１日、分かった。南シナ海での岩礁埋め立てなど中国の海洋進出について「高圧的とも言える対応を継続している」と批判した。北朝鮮の核・ミサイル開発やテロのリスクの増大に触れ、日本の安全保障環境が「一層厳しさを増している」と指摘した。集団的自衛権行使を可能とする安保関連法案の必要性を訴える狙いがありそうだ。７月下旬の閣議で報告する。
　政府は、集団的自衛権行使を容認する憲法解釈変更の理由に関し「安保環境が根本的に変化した」（安倍晋三首相）と強調している。白書でも法案の解説を盛り込んだ。
｢中国網日本語版(チャイナネット)｣　2015年7月2日
日本の防衛白書、中国の埋立活動を「高圧的」と勝手に批判
日本の防衛白書、中国の埋立活動を「高圧的」と勝手に批判。 日本政府の2015年版防衛白書の概要が、1日発表された。日本のテレビ局の報道によると、白書は南中国海における「（中国の）急速かつ大規模の埋め立て活動」への「強い関心」を示し…
日本政府の2015年版防衛白書の概要が、1日発表された。日本のテレビ局の報道によると、白書は南中国海における「（中国の）急速かつ大規模の埋め立て活動」への「強い関心」を示し、これは周辺諸国に対する「高圧的とも言える対応の継続」であり、日本の安保環境をさらに悪化させているとした。共同通信社によると、白書は中国の国防費が「1989年度から27年間で約41倍」になったと明記した。白書は釣魚島（日本名・尖閣諸島）問題を念頭に、沖縄県与那国町への沿岸監視部隊の配備や水陸機動団の設置などを紹介した。
東京新聞は、「集団的自衛権行使を可能とする安保関連法案の必要性を訴える狙いがありそうだ。安倍首相は集団的自衛権行使を容認する憲法解釈変更の理由に関し、安保環境が根本的に変化したと強調している。白書でも法案の解説を盛り込んだ」と伝えた。
日本のテレビ局によると、白書は初めて「イスラム国」を明記した。また朝鮮の核兵器・ミサイル開発のリスクが拡大し、ロシア軍の活動範囲に拡大の傾向が見られるとした。白書は7月下旬に閣議に提出される。
産経新聞　2015.7.2 17:48更新 

日本との同盟強化　米、国家軍事戦略に明記　中国の人口島造成に懸念
【ワシントン＝青木伸行】デンプシー米統合参謀本部議長は１日、米軍の運用指針となる「国家軍事戦略」を公表した。「今日の国際安全保障情勢は、かつてないほど予測不可能だ」とし、対処するための重要な戦略として、日本をはじめ「同盟・友好国との地球規模のネットワーク」を強化する方針を強調した。
　戦略の発表は２０１１年以来４年ぶり。国際軍事情勢について、戦略は南シナ海での中国による人工島造成が、中国軍に「国際的な海上交通路にまたがり、兵力を配置することを許す」とした。また、ウクライナに軍事介入したロシアが、「目的を達成するためには、武力行使をいとわない」などと分析した。
　そのうえで、「米国と同盟・友好国とのネットワークは、世界の安全と安定の礎となる類いまれな強さがある」とし、「集団的な軍事力」を高めることなどにより、「侵略を抑止する」と強調した。
　日本やオーストラリア、韓国、フィリピン、タイとの同盟を強化し、アジア太平洋に戦略の重心を移すリバランス（再均衡）戦略を推進するとした。また、日本、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）、オーストラリア、韓国を「先進パートナー」とし、合同軍事演習などにより「複合的な紛争に対処する高度な能力」が備わるとした。
米軍事戦略 同盟国との連携を一層強化
ＮＨＫ　7月2日 11時01分
アメリカ軍は、部隊を運用する際の基となる新たな軍事戦略を発表し、アメリカの抑止力の維持と国家に属さない過激派組織の壊滅を両立させるため、同盟国との連携を一層強化していく方針を打ち出しました。
アメリカ軍の統合参謀本部は１日、国防総省の戦略に基づいて部隊を運用する際の基ととなる「国家軍事戦略」を４年ぶりに発表しました。
　このなかで、中国について「国際法に矛盾する形で南シナ海のほぼ全域の領有権を主張し、対話を通じて問題を解決すべきだとする国際社会に対し、浅瀬の埋め立てという攻撃的な手法で応じている」として、アジア太平洋地域に緊張を生み出していると指摘しています。
　また、ロシアについては、ウクライナ情勢を念頭に「隣国の主権を尊重せず、目的のためには軍事力の行使も辞さない」と批判しています。
　さらに、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートなど、国家に属さない暴力的な組織が中東や北アフリカで治安を損ねているとしています。
　このため、新たな戦略では、対立する国家への抑止力の維持と、過激派組織の壊滅を同時に実現することを目指すとしています。
　そして、目標達成のため、アジア太平洋地域では日本をはじめとした同盟国と、ヨーロッパではＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構などとの連携を一層強化するとしています。 

安全保障脅かす国に「中国」　米軍事戦略、４年ぶり改定
朝日新聞デジタル　ワシントン＝佐藤武嗣　2015年7月2日11時28分
　米統合参謀本部は１日、米軍の運用方針などを定めた「国家軍事戦略」を発表した。米国の安全保障を脅かす国家として「中国」を挙げ、南シナ海での岩礁埋め立てなどが「国際的なシーレーンにまたがった軍事力の配置を可能にする」と警戒感をあらわにした。
　同戦略は、大統領が作成する「国家安全保障戦略」などを踏まえ、対処すべき事態や装備の質や量、軍事力の運用方針を定めたもので、２０１１年以来の改定となる。
　米国の安全保障を脅かす国家として、ロシアやイラン、北朝鮮、中国を列挙。中国について「中国の活動がアジア太平洋地域で緊張を高めている」と指摘。前回１１年の戦略では中国の宇宙やサイバー、海洋活動などに「憂慮」を示しつつ、「中国と建設的、協力的、包括的な関係を追求する」としていたが、今回はより批判的なトーンを強めた。
大国との戦争「可能性高まる」＝ロシア、中国に懸念－米軍事戦略
　【ワシントン時事】米軍制服組トップのデンプシー統合参謀本部議長は１日、戦略環境の展望と米軍の対処方針を示す「国家軍事戦略」を公表した。戦略は、ロシア、中国、イラン、北朝鮮を名指しして「重大な安全保障上の懸念を引き起こしている」と指摘。「米国が大国との国家間戦争に関わる可能性は低いものの、高まっている」と分析した。
　今後の方針に関しては、アジア太平洋に戦略の重心を移す「リバランス（再均衡）」の推進、日本をはじめとする同盟各国との関係強化や各国部隊との相互運用性向上、軍事技術開発への投資をうたった。同盟重視の姿勢を打ち出している。
　戦略は、国際規範に挑戦する「修正主義国家」と、「イスラム国」のような「暴力的過激派組織」に対抗する方針を強調。ウクライナ東部でロシアと親ロシア派が展開しているような、正規軍と武装勢力が連携する「ハイブリッド（複合型）紛争」も続くと予測した。米軍の目標としては、敵性国家の抑止や、攻撃を仕掛けてきた敵性国家・過激派組織の打倒、同盟網の強化などを掲げた。
　戦略環境の概説では、近隣国の主権を尊重せず、武力行使もいとわないとロシアを批判。「ロシアの軍事行動は地域の安全を損なっている」と非難した。また「中国の行動がアジア太平洋の緊張を高めている」と言明し、南シナ海ほぼ全域に及ぶ領有権の主張や「強引な岩礁埋め立て」を例に挙げた。イラン、北朝鮮についても、核・ミサイル開発の継続などに警鐘を鳴らした。（時事2015/07/02-11:55）
米「安保上の脅威」中ロなど列挙　軍事戦略を発表 

日経新聞　2015/7/2 12:25 (2015/7/2 13:22更新)

【ワシントン＝吉野直也】米軍の統合参謀本部は１日、軍の運用指針となる国家軍事戦略を発表した。米国の安全保障を脅かす国家として中国などを挙げた。同戦略で中国を脅威と位置づけるのは初めてとみられる。日本など同盟国や、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）など多国間の枠組みで中国やロシアなどに対処する方針を明記した。
　同戦略は2011年以来の改定となる。戦略ではまず「米国の安全保障を脅かす国家がある」と指摘。そのうえでロシア、イラン、北朝鮮、中国の順に列挙し、それぞれの国の具体的な脅威となる行動を明示した。中国については岩礁埋め立てが「アジア太平洋地域の緊張を高めている」「国際的なシーレーンにまたがった軍事力の配置を可能にする」などと断じた。
　ロシアに関してはクリミア編入などウクライナ危機をあおっている現状を「地域の安全を損なっている」と批判。停戦合意など国際的な規範を無視する場合、追加制裁の準備ができていることを示唆した。北朝鮮は核・ミサイル開発が「韓国や日本など周辺国の直接的な脅威となっており、いずれ米本土をも脅かすことになるだろう」と予測した。
　安全保障環境を巡る認識については「現時点で米国が他の大国との国家間戦争に巻き込まれる可能性は低い」としながらもその危険性は「増大している」として急激な変化に危機感を示した。今後は国家による脅威への対応能力を強化する必要性を訴えた。
　中国の軍事費が増え続ける一方で、米国防費が削減されてきた実態を直視し、米軍の優位性は「侵食され始めた」と、その低下も認めた。その前提に立って「同盟国とのネットワーク強化への努力」を進める考えを強調した。
　同盟国・友好国との協力拡大は日本のほか、オーストラリア、韓国、フィリピン、タイなどに言及した。アジア重視の継続と推進も打ち出した。
米、日本との同盟強化重視　国家軍事戦略を発表
東京新聞　2015年7月2日 10時31分
　【ワシントン共同】米軍の統合参謀本部は１日、軍の運用指針を示す「国家軍事戦略」を発表、米軍の優位が低下し始めたとの認識を示し、先進的安全保障能力を持つパートナーとして北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）などと並び日本を明記、関係強化を訴えた。
　同戦略は「同盟国とのネットワーク強化が（安全保障上の）努力の中心だ」と強調。米国の厳しい財政事情を背景に、同盟国への依存を強め、一体的運用を重視する姿勢を示した。日本の安全保障関連法案の論議にも影響しそうだ。同戦略の発表は２０１１年以来。
中国とロシアを「安全保障脅かす国」に、米国家軍事戦略
AFP　2015年07月02日 12:45　発信地：ワシントンD.C./米国
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HYPERLINK "javascript:openFullscreen('http://www.afpbb.com/articles/photo-slide/3053434?pno=0');"写真拡大 ▲ キャプション表示 ×南シナ海で実施された米国とマレーシアの合同演習で、米海軍の空母カール・ビンソンの上空を飛ぶ両軍の戦闘機。米海軍提供（2015年5月10日提供、資料写真）。(c)AFP/HANDOUT/US NAVY/LT. JONATHAN PFAFF 

【7月2日 AFP】米統合参謀本部のマーチン・デンプシー（Martin Dempsey）議長は1日、米軍の運用指針となる「国家軍事戦略」を発表した。中国とロシアを米国の安全保障を脅かす国として名指しするとともに、世界の安定性が失われる中で米軍の技術的優位性が低下しつつあると警告している。
4年ぶりに発表された新たな国家軍事戦略は、米国が大国と交戦し「計り知れない」事 態に発展する可能性は「低いが、高まっている」と分析。各国が先進技術の開発に力を入れていることにより、米軍の技術的優位性が失われつつある点に懸念を示している。
また、ウクライナ情勢にロシア軍が介入していたと指摘し、「ロシア軍は直接的・間接的に地域の安全保障を弱体化させている」とする一方、中国が南シナ海（ South China Sea）で人工島建設を通じて軍事・民事における存在感を高めようとしている点に言及。「中国の動きは、アジア太平洋地域の緊張を高めている」と述べている。
デンプシー議長は、イスラム過激派組織「イスラム国（ Islamic State、IS）」など武装勢力への対処も迫られる中、「これからの紛争は従来より急速に発展し、長引く上、技術的難易度のはるかに高い戦場で展開されるだろう」と報告している。(c)AFP

